
職員の任免及び職員数に関する状況報告書 

 

１ 職員の採用の状況（令和５年度）                (単位：人) 

区分 職員数 

一般職 １６ 

単労職 ０ 

備考 表中区分の欄に掲げる用語の意義は次のとおりである（以下この様式におい

て同じ。）。 

（１）一般職 （２）以外の職員 

（２）単労職 単純な労務に雇用される職員の給与その他勤務条件に関する

規則（昭和３６年大治町規則第１号）が適用される職員 

 

２ 再任用職員の採用の状況（令和５年度）             (単位：人) 

区分 常時勤務 短時間勤務 合計 

一般職 １ １０ １１ 

単労職 ２ ０ ２ 

  備考 １ 地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 28 条の 4 第 1項、第 28 条の

5 第 1 項又は第 28 条の 6 第 1 項若しくは第 2 項の規定に基づき、任命権

者が再任用した職員数の状況である。 

     ２ 再任用の期間を更新した場合は、その都度計上している。 

 

 

 

 

 

 



３ 退職の状況（令和５年度）                   (単位：人) 

区分 
定年

退職 

勧奨

退職 

普通

退職 

その他 

合計 分限

退職 

懲戒

退職 
失職 

死亡

退職 

再任用

後離職 

一般職 ０ ０ ６ ０ ０ ０ ０ ２ ８ 

単労職 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ ２ 

  ※退職者のうち、課長級以上の者で営利・非営利団体に再就職した数：０人 

  備考 表中に掲げる用語の意義は次のとおりである。 

     （１）定年退職 地方公務員法第 28 条の 2 第 1 項の規定による退職及び同

法第 28条の 3第 1項の規定による勤務延長後の退職 

     （２）勧奨退職 任命権者が行う退職勧奨に応じた退職 

     （３）普通退職 自己都合による退職 

     （４）分限免職 地方公務員法第 28条第 1項の規定による免職 

     （５）懲戒免職 地方公務員法第 29条の規定による免職 

     （６）失  職 地方公務員法第 28条第 4項の規定による失職 

     （７）再任用後離職 再任用後の離職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 職員数の状況              （令和５年４月１日現在 単位：人） 

      区  分 

部  門 

職員数 対前年増減数 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

一
般
行
政
部
門 

議  会 ３ ３ ２   －１ 

総  務 ３８ ４１ ４９ －２ ３ ８ 

税  務 １８ １６ ２０  －２ ４ 

労  働 ０ ０ ０    

農林水産 ２ ２ １   －１ 

商  工 １ １ １    

土  木 １２ １２ １２    

民  生 ２９ ３１ ２６  ２ －５ 

衛  生 ２０ ２３ ２１ ２ ３ －２ 

小   計 １２３ １２９ １３２  ６ ３ 

特
別
行
政
部
門 

教  育 ３１ ２８ ３０  －３ ２ 

小   計 ３１ ２８ ３０  －３ ２ 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

下 水 道 ８ ８ ７ １  －１ 

そ の 他 １３ １３ １２ －１  －１ 

小   計 ２１ ２１ １９   －２ 

総  合  計 １７５ １７８ １８１  ３ ３ 

 備考 １ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、

派遣職員等を含む。 

    ２ 表中区分の欄に掲げる用語の意義は次のとおりである。 

    （１）一般行政部門 （２）及び（３）に掲げる職員以外の職員 

    （２）特別行政部門 教育委員会の職員 

    （３）公営企業等会計部門 公営企業会計及び特別会計等に係る職員 



職員の給与の状況報告書 

 

１ 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 

住民基本台帳人

口 

(R5年度末) 

歳出額 

[Ａ] 
実質収支 

人件費 

[Ｂ] 

人件費率 

[Ｂ/Ａ] 

（参考） 

R3年度の人

件費率 

令和５年度  33,641 人 
10,803,817 

千円 

171,516 

千円 

1,516,315 

千円 

１４．０ 

％ 

１３．３ 

％ 

  備考 表中「住民基本台帳人口」は、令和６年３月３１日現在の住民基本台帳に登

載された人口である。 

 

２ 職員給与費の状況（一般会計予算） 

区 分 
職員数 

[Ａ] 

給  与  費 
１人当たり給与 

[Ｂ/Ａ] 
給 料 職員手当 期末勤勉 計[Ｂ] 

令和５年度 １７７人 
623,391

千円 

169,708

千円 

250,554

千円 

1,043,653

千円 
５，８９６千円 

  備考 １ 表中「職員手当」には退職手当を含まない。 

     ２ 表中「期末勤勉」は、期末手当及び勤勉手当の合計をいう。 

 

３ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況      （令和５年４月１日現在） 

区  分 

当 町 国 

平均給料月額 

（円） 

平 均 年 齢 

（歳） 

平均給料月額 

（円） 

平 均 年 齢 

（歳） 

一般行政職 288,010円 38.3歳 322,487円 42.4歳 

単労職 221,250円 59.2歳 286,942円 51.2歳 

  備考 表中「給料月額」には、給料の調整額を含む。 

      

 

 

 



４ 職員の初任給の状況               （令和５年４月１日現在） 

区  分 当 町 国 

一般行政職 

大学卒 １８５，２００円 １８５，２００円 

高校卒 １５４，６００円 １５４，６００円 

 

５ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況   （令和５年４月１日現在） 

区  分 
経験年数 10年以上 

   15年未満 

経験年数 15年以上 

   20年未満 

経験年数 20年以上 

   25年未満 

経験年数 25年以上 

30年未満 

一般行政職 

大学卒 270,500円 318,700円 359,800円 383,600円 

高校卒 253,000円 ― ― 375,400円 

  備考 表中「経験年数」とは、職員として職務に在職した年数をいう。 

 

６ 一般行政職の級別職員数の状況          （令和５年４月１日現在） 

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

標準的な 

職務内容 

主事 

技師 

主事 

技師 
主任 

係長 

主査 

課長補佐 

所長補佐 

課長 

所長 
会計管理者 

部長 

次長 

職員数 ２６人 ３３人 ２８人 ２２人 １４人 １９人 ６人 

構成比 １７．６％ ２２．３％ １８．９％ １４．９％ ９．５％ １２．８％ ４．１％ 

（参 考） 

1年前の構成比 
１９．５％ １８．８％ ２２．１％ １３．４％ １０．７％ １２．１％ ３．４％ 

  備考 表中「標準的な職務内容」とは、それぞれの職務の級に該当する代表的な職

である。 

 

 

 

 

 

 



７ 期末・勤勉手当及び退職手当の状況          （令和５年度支給割合） 

 当 町 国 

期
末
・
勤
勉
手
当 

区 分 期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計 

６月期 
1.2 

月分 

1.0 

月分 

2.2 

月分 

1.2 

月分 

1.0 

月分 

2.2 

月分 

１２月期 
1.25 

月分 

1.05 

月分 

2.3 

月分 

1.25 

月分 

1.05 

月分 

2.3 

月分 

計 
2.45 

月分 

2.05 

月分 

4.5 

月分 

2.45 

月分 

2.05 

月分 

4.5 

月分 

退 

職 

手 

当 

区 分 自己都合退職 定年退職 自己都合退職 定年退職 

支 

給 

率 

勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分 

勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分 

勤続３０年 34.7355月分 40.80375月分 34.7355月分 40.80375月分 

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分 

１人当たり平均支給額 １０，５１６千円 ― ― 

 備考 １ 期末・勤勉手当の内容は、令和６年３月３１日現在のものである。 

    ２ 退職手当は、国及び当町ともに令和５年度中の退職分についての記載であ

る。（国の支給率は平成３０年１月１日以降の率を記載したものである。） 

    ３ 退職手当１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給され

た平均支給額である。 

 

 

 



８ 職員手当の状況 

区 分 内  容 国の制度との異同 

主 

要 

三 

手 

当 

扶養手当 

配偶者             6,500円 

子              10,000円 

配偶者及び子以外の扶養親族   6,500円 

満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末までの子の加算  5,000円 

同 

住居手当 
借家・借間（月額 16,000円を超える家賃を支払っている場合） 

   家賃の額に応じて最高 28,000円 
同 

通勤手当 

公共交通機関 

  全額支給額 55,000円 

交通用具使用（通勤距離２ｋｍ以上に限る） 

  距離に応じて 2,000円から 31,600円 

同 

地域手当 
支給対象職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 
     ２１１，７８１円 

時間外勤務手当 
令和５年度

支給総額 

６２，７５５ 

千円 

職員１人当たり

の支給年額 
３８０，３３３円 

特殊勤務手当  

 

９ 特別職の報酬等の状況               （令和５年度支給割合） 

区分 給料月額等（円） 期末手当の支給割合 

町 長 ８２５，０００円 ６月期     １．６５月分 

１２月期     １．７５月分 

  計       ３．４月分 

 

加算措置 有 

 

副町長 ７０５，０００円 

教育長 ６１５，０００円 

議 長 ４０５，０００円 

副議長 ３１５，０００円 

議 員 ２９５，０００円 

 

 

 



職員の勤務時間その他の勤務条件の状況報告書 

 

１ 勤務時間の状況              （令和５年４月１日現在） 

１週間の 

勤務時間 

勤 務 時 間 の 割 振 

始業 終業 休憩時間 

３８時間

４５分 
８：３０ １７：１５ 

前班 １１：３０～１２：３０ 

後班 １２：３０～１３：３０ 

 備考 １ 「１週間の勤務時間」は、地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 24

条第 5項の規定に基づき条例で定めた職員の勤務時間である。 

    ２ 「勤務時間の割振り」は、月曜日から金曜日の午前 8 時 30 分から午後 5

時 15 分の時間帯（それに準じた時間帯）に勤務時間が割振られている職員

の勤務時間である。 

 

２ 年次休暇の状況            （令和５年１月１日～１２月３１日） 

 備考 １ 「全期間在職職員数」は、当該年の１月１日から１２月３１日までの全期

間在職した職員の合計とし、当該期間の中途に採用された者及び退職した者

並びに当該期間中に育児休業、分限休職の事由がある職員並びに派遣職員を

除く。 

    ２ 「総付与日数」は、当該年の１月１日現在において全期間在職した職員に

付与された日数（前年からの繰越分を含む。）の合計である。 

    ３ 「総使用日数」は、全期間在職した職員の使用した年次休暇の合計である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総付与日数 総使用日数 全期間在職職員数 
1 人当たり 

平均使用日数 

６，２４０日 １，９５６日 １５１人 １３.０日 



３ 職員の休業の状況 

（１） 育児休業等の取得者数（令和５年度中に新たに取得した人数） 

                  （単位：人） 

区  分 男性 女性 計 

育児休業 ３ ２ ５ 

部分休業 ３ ５ ８ 

育児短時間勤務 ０ ３ ３ 

計 ６ １０ １６ 

 備考 部分休業とは、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）第１９条第１項に規定する部分休業のこと、育児短時間勤務とは、同法第

１０条第１項に規定する育児短時間勤務のことである。 

 

（２） 自己啓発等休業の取得者数（令和５年度新たに取得した数） 

                      （単位：人） 

区分 男性 女性 計 

自己啓発休業 ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ 

 備考 自己啓発等休業とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の

５第１項に規定する自己啓発等休業のことである。 

 

 

 



職員の分限及び懲戒処分の状況報告書 

 

１ 分限処分の状況（令和５年度）                （単位：件） 

処分の事由 
処分の種類 

地方公務員法 

降任 免職 休職 降給 合計 失職 

勤務実績が良くない場合 第 28 条第 1 項第 1 号 ０ ０   ０  

心身の故障の場合 

第 28 条第 1 項第 2 号 

       第 2 項第 1 号 
０ ０ ２  ２  

職に必要な適格性を欠く場合 第 28 条第 1 項第 3 号 ０ ０   ０  

職制、定数の改廃、予算の減少

により改廃、過員を生じた場合 

第 28 条第 1 項第 4 号 ０ ０   ０  

刑事事件に関し起訴された場合 第 28 条第 2 項第 2 号   ０  ０  

条例で定める事由による場合 第 27 条第 2 項   ０ ０ ０  

合  計  ０ ０ ２ ０ ２  

地方公務員法第 28条第 4項により失職した者      ０ 

地方公務員法第 28条第 4項に基づく条例により失

職しなかった者 
     ０ 

 備考 １ 職員のうち、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）に基づき分限処分

に付された者の状況であり、当該年度において同一の者が複数回にわたって

分限処分に付された場合は、重複して計上している。 

    ２ ２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計

上している。 

    ３ 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上して

いる。 

 

 

 

 



２ 懲戒処分の状況（令和５年度）                （単位：件） 

処 分 事 由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 第 29条第 1項第 1号 ０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務に違反し又は

職務を怠った場合 
第 29条第 1項第 2号 ０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわ

しくない非行のあった場合 
第 29条第 1項第 3号 ０ ０ ０ ０ ０ 

合    計 ０ ０ ０ ０ ０ 

 備考 １ 職員のうち、地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況であり、

当該年度において同一の者が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、

重複して計上している。 

    ２ ２以上の処分事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由に計

上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



職員の服務の状況報告書 

 

（１）服務制度に関する研修等の実施状況 

 地方公務員法に定められた町職員としての義務を周知徹底するため、随時、部課

長会議や回覧文書により、服務規律の徹底を図っている。 

 

 

（２）営利企業等の従事許可の状況（令和５年度） 

区   分 申請件数 許可件数 

営 利 企 業 等 の 従 事 許 可 申 請 １ １ 

備考 地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 38条の規定に基づく営利企業等の

従事許可の状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



職員の研修及び人事評価の状況報告書 

 

１ 研修の状況（令和５年度）     

研修の名称 研修の内容 対象者 日数（日） 
受講者数

（人） 

部長研修 働き方改革時代に組織を強くする方法 
部長級に昇任直後

の職員 
１ １ 

課長研修 マネジメント能力強化 
課長級に昇任直後

の職員 
１ ６ 

課長補佐研修 ５つのマネジメントスキル 
課長補佐級に昇任

直後の職員 
２ ６ 

新任係長研修 

第一線のリーダーの役割、リーダーのマ

ネジメント、リーダーシップ、コミュニ

ケーション、職場における実践 

係長級の昇任直後

の職員 
３ ６ 

一般職員後期研修 地域の課題、政策形成・政策課題研究 
採用後１０年目以

降の一般職員 
３ ４ 

一般職員中期研修 
地方公務員制度、行政法、法制執務、民

法、地方自治制度、中堅職員の役割 

採用後７～９年目

の一般職員 
３ １１ 

一般職員前期研修 
人権、公務員倫理、地方税財政制度、創

造性開発 

採用後４～６年目

の一般職員 
３ １２ 

新規採用職員後期研修 
接遇、地方自治制度、地方税財政制度、

公務員倫理 

新規に採用された

職員（採用後６か月

を経過した職員） 

２ １３ 

新規採用職員前期研修 
人権、先輩を囲んで、公文書の取扱い、

接遇、地方公務員制度、組織と仕事 

新規に採用された

職員 
３ １３ 

備考 地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 39条の規定に基づき、任命権者が行

う職員の研修の状況である。 

 



２ 人事評価の状況（令和５年度）     

目  的 

 職員個々の能力や実績等を的確に把握して、適材適所の人材配置やメリハ 

リのある給与処遇を実現する。また、個々の職員の強み・弱みを把握して能

力開発を促進するとともに、評価の過程におけるコミュニケーション等を通

じ、組織内の意識の共有化や組織パフォーマンスの向上にも寄与する。 

制度の概要 

 原則として、各職員に与えられた評価要素について自己評価後、第１次及

び第２次の二人の評定者により評価する。 

 ・能力評価 

  職務遂行の過程において発揮された職員の能力を客観的に評価する。 

  ＜評価期間＞１１月１日～翌年１０月３１日 

 ・業績評価 

  業務目標を設定した上でその達成度を評価する。 

＜評価期間＞４月１日～翌年３月３１日 

対象者 

 一般職の職員とする。ただし、他の地方公共団体等への派遣、研修、そ

の他の事情により本規程による人事評価の実施が困難である職員は除

く。 

実施者数  １９１人 

 

 

 

 

 

 

 



職員の福祉及び利益の保護の状況報告書 

 

（１）共済組合負担金 

  執行額 ： ２０２，６４９，９５９円 

 

（２）職員互助会 

補助金額（交付決定額） 会員数 

３６８，０００円 １８４人 

 

（３）衛生管理体制 

ア 衛生管理体制の概要 

職員の健康の確保及び快適な職場環境の形成を促進するために、大治町職員衛生

管理規程の定めるところにより、総括衛生管理者（副町長）を組織の長とする衛生

管理体制を整備している。 

また、調査審議機関として本庁に衛生委員会を設置している。 

 

イ 職員成人病検査 

（単位：人） 

対象職員 受検者 未受検者 

１０１ １０１ ０ 

 

  ウ 人間ドック  

（単位：人） 

対象職員 受検者 未受検者 

１０３ １０３ ０ 

 



（４）職員の災害補償 

ア 公務災害認定件数 

負傷 疾病 

合計 自己職務

遂行中 
出張中 その他 計 

公務上に負

傷に起因す

る疾病 

職業病 

その他公務

起因性の明

らかな疾病 

計 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

イ 通勤災害認定件数 ： ０件 

 

ウ 負担金執行額 ： １，１８６，８６７円 

 

 

（５）勤務条件に関する措置の要求状況（業務については愛知県人事委員会に委託） 

区      分 件  数 

令和４年度からの繰越件数（Ａ） 0 

令和５年度中の新規要求件数（Ｂ） 0 

令和５年度中の取扱い件数（C＝Ａ＋Ｂ） 0 

令和５年度中終了件数（Ｄ） 0 

令和６年度への繰越件数（Ｅ＝Ｃ－D） 0 

 

（６）不利益処分に関する審査請求の状況（業務については愛知県人事委員会に委託） 

区      分 件  数 

令和４年度からの繰越件数（Ａ） 0 

令和５年度中の新規要求件数（Ｂ） 0 

令和５年度中の取扱い件数（C＝Ａ＋Ｂ） 0 

令和５年度中終了件数（Ｄ） 0 

令和６年度への繰越件数（Ｅ＝Ｃ－D） 0 

 

 


